









                                      様式３ 
論  文  内  容  の  要  旨  






























































































 様式７  
論文審査の結果の要旨及び担当者  
氏  名  （    上野山  裕士    ）  
論文審査担当者 








 友枝 敏雄 
 遠藤 知子 
論文審査の結果の要旨 
 本論文は小地域を基盤に展開する福祉的活動に焦点をあて、その活動が生み出す社会的効果が地方自治の醸成に貢
献していることを、地域福祉実践事例の分析を通じて、検証しようとするものである。社会福祉学における地域福祉
研究の領域では、日常生活に生じる様々な困難や課題に対して「誰が」「誰と」「どのように」課題を解決していく
かという、課題解決のプロセスに注目し、特に近年では参加と協働に焦点をあてた研究が行われている。問題解決プ
ロセスへの当事者参加が当事者自身に気付きや学習の機会をもたらし、さらには地域づくりに波及する。この考え方
は岡村重夫(1974)の福祉コミュニティ論、その系譜にある右田紀久恵(2005)の自治型地域福祉論等を論拠とするが、
例えば右田理論は生活レベルでの社会システムの単位を自治の原点とし、自治会、町内会、小学校区、公民館区等の
小地域に着目する。本論文は右田理論を原点に、内発的発展論、ソーシャル・キャピタル論、デモクラシー論等、政
治学、社会学、社会政策学で用いられる理論を援用し、地域福祉理論のさらなる展開を試みるものでもある。 
 本論文の理論研究では、日本における地方分権改革とその政策の流れを整理し、社会福祉においても1980年代以降、
社会福祉関係八法の改正による市町村への権限委譲が進み、市町村を保険者とした介護保険制度の制度設計など、社
会福祉行政が日本の地方分権をけん引してきた事実を明らかにし、その運営基盤としての住民自治の重要性を論じて
いる。さらに申請者は地域福祉理論の系譜を示すなかで、前述の岡村理論、右田理論を掘り下げながら地域が抱える
課題の解決プロセスについての評価基準、また住民が小地域活動を通じて、そのプロセスに参加することで、地域に
自治が育まれ、また成熟した自治が地域の課題解決を可能にするという好循環を説明しようと試みている。 
本論文の中心は、小地域で展開する地域福祉活動の３つの具体的事例の分析にあるが、地域課題とその解決を模索
するプロセス、そこで生み出された社会的効果を明らかにし、住民自治の様相という視点で分析している。島根県松
江市（人口20万人）では28カ所の公民館を核に地域福祉活動が展開されているが、古志原公民館区では、近隣づきあ
いの希薄さを課題とした小地域福祉活動がみられ、例えば障害のある子どもが「地域子ども教室」に参加したことを
きっかけに、地域の福祉まつりでの写真展の開催につながり、地域に障害者への理解がもたらされた。スウェーデン
のヴェクショー市（人口8万人）にあるアラビー地区は外国出身者が多い地域であり、失業、貧困、犯罪の多発といっ
た課題を抱えている。これらの課題の解決に向けて、地域の中心部にまちづくりカフェをオープンし、これを拠点に
住民による防犯のための夜回り活動、ムスリムの女性たちの社会参加を応援するための取り組み等が展開され、その
結果、住民たちの地域への愛着、犯罪率の低下、地域への定着率の増加等の社会的効果が検証された。和歌山県紀美
野町（人口1万人）のA地区は人口250人、高齢化率61.2％で、超高齢化と過疎の問題を抱えている。この地域では住民
座談会で地域の課題を話し合う中で、声かけ活動や家に引きこもりがちな男性高齢者の交流の場として男性限定の料
理教室等を実施することになる等、今後の住民参加の拡大が期待される。本論文がとりあげる３地域は、いずれも現
代社会が抱える課題に直面しているが、その解決に向けて「小地域」で住民参加のもとで福祉活動が展開され、それ
ぞれ効果をあげており、同時に小地域活動の実践が自治を育む可能性を示しており、そのことが本論文で検証された。 
 地域福祉実践の事例を分析して社会的効果の生成を明らかにした点、また従来の地域福祉理論に加え、政治学や社
会政策学の理論の援用を試みたという点で、本論文は地域福祉理論研究に新しい視点を与えている。また地方分権や
地方自治の議論において制度論が先行する中、本研究は住民自治の醸成が、地方分権の原動力となりうる可能性を示
した点では、日本の政策にも重要な示唆を与えるものである。 
 以上の理由により、本論文は、博士（人間科学）の学位授与にふさわしいと判断された。 
